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1. はじめに 
 

筆者らは、「超成熟社会発展のサイエンス」

を主要課題に掲げる、慶應義塾大学博士課程教

育リーディングプログラムにおいて、少子高齢

化の進む日本社会が持続的な発展を遂げるため

に必要な条件の探求をおこなってきた。 

具体的に、少子高齢化が進み、総数で見た場

合に人口が減少し続ける中でも、東京圏を中心

に３大都市圏への人口の集中に歯止めがかかっ

ていない現象[1]に注目した。将来の日本では大

都市に人口が一極集中する可能性が高いが、そ

こでは「都市化」にかかる諸問題に取り組むこ

とが重要になる。そこで、「超成熟社会」に突

入した我が国の持続的発展の鍵はスマートシテ

ィの実現による「都市化問題」[2]の解決である

と考えた。 

実際に、「第 5期科学技術基本計画」において

目指すべき社会の姿として提示され、内閣府に

より推進されている構想に「Society5.0」があ

るが[3]、その実現のためにも分野横断的なデー

タの積極的な活用により都市をスマート化する

ことの重要性が指摘されているほか、SDGs の達

成の切り札としてもスマートシティが期待され

ている。 

しかし、現段階において、スマートシティの構

想やショーケースは多く存在するものの、なか

なか実現には至っていないという状況がある。

そこで本研究では、特に ELSI の観点からスマー

トシティの実現について障壁となっている課題

を抽出した上で、その解決について暫定的な方

向性を示すものである。 

 

2. スマートシティ実現を阻む課題の整理 

 
2.1 指摘されてきた２つの課題 

 スマートシティの実現を阻む壁としては、 

 

 

 

 

 

①ある目的に限定された個別分野ごとの取り

組みになってしまっており、都市全体を統一的

にスマート化する取り組みになっていないこと。 

②開発コストや維持コストが莫大であること

が指摘されてきた[4]。 

そのような課題を解決することを目的として、

内閣府主導で策定された「スマートシティリフ

ァレンスアーキテクチャ ホワイトペーパー」に

おいては、特に①に対応するため「地域全体を

マネジメントする機能」を実装することで、

「持続的に運営されること」や、「都市 OS」を

通じて「データやサービス」が自由に連携され

ることが解決策として提示され、また、②に対

応するために「他地域や他システムとの相互運

用を効率よく行」う必要があることが指摘され

ている[5]。 

 

2.2 新たな課題 
 このような解決策の実現に最も近づいていた

スマートシティ・プロジェクトの先行事例とし

て、Alphabet傘下のSidewalk Labsがカナダのト

ロント市において推進していた「Sidewalk 

Toronto」があった。民間企業主体で経済的にも

持続的な経営計画が存在し、分野横断かつ臨海

地域を丸ごとコンセプトシティとして運営する

という野心的な計画であった[6]。 

2017 年に開始された同計画ではあったが、プ

ライバシーリスクを懸念する根強い地域住民の

反対やカナダ自由人権協会が主導する訴訟、ス

マートシティ運営における住民の参画や自治体

による統制が不十分であること等の批判に直面

した。このような根強い反対もあり、結局

Sidewalk Labsは 2020年に計画からの撤退を発表

している[7]。 

分野を超えたこの Sidewalk Labs の失敗から３

つの教訓を導き出すことができると考えている。 

 まず第１に、プライバシー問題への対処が必

要不可欠であると同時に、住民のプライバシー

リスクへの懸念に寄り添う姿勢が重要であるこ

と。 

第２に、スマートシティの運営主体の中立性

とガバナンスの確保が重要であること。そして 
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第３に、計画段階から実際にスマートシティ

を運営する段階を通じて、計画策定やスマート

シティ運営における透明性の確保が重要である

ことである。 

 

3. スマートシティ運営モデルの提案 

 
そこで、「Sidewalk Toronto」失敗の教訓を踏

まえ、アメリカ公法分野において新たに提案さ

れ て い る 「 行 政 府 内 に お け る 権 力 分 立

（administrative separation of powers）」論[8]を参

考にしながら、スマートシティの運営モデルと

して、「経営する都市」構想（図１）を考案し

た。 

これは、民間主体で構成されるジョイントベ

ンチャーとしての運営主体を想定することで、

経済的な持続性と都市全体のマネジメント機能

を確保することを狙うものである。そのうえで、

市民の代表、自治体や国、アクターの相互連関

の中でガバナンスと透明性の確保という課題の

解消を試みるものである。また、運営組織内部

に情報信託銀行を設置し、データを集積するこ

とで、プライバシー問題にも十分に配慮したモ

デルとして機能することを目指している。 

 

 
 

図 1 「経営する都市」構想 

 

 具体的に、「Sidewalk Toronto」の事例から明

らかになった３つの教訓に対応する取り組みに

ついては、以下に示した表１のように整理する

ことができる。 

表 1 新たな課題への対応 

 
 

4. プライバシー問題について 

 
また、プライバシー問題については、これまで

の議論では、佐藤幸治の提唱した「自己情報コ

ントロール権」説に代表される、いわゆる情報

的プライバシーの問題が主に意識されてきた[9]。

しかし、スマートシティという様々な情報がセ

ンシングされることが前提にある都市空間の設

計に際しては、空間のプライバシー性に着目す

ることが重要になると考えられる。そこでは、

公共空間と私的空間の単純な 2分類を行うだけで

はなく、様々な空間のもつ多様なプライバシー

性を意識し、都市計画の段階からいわゆる“バ

イデザイン”的にプライバシーへの配慮を組み

込むことも重要ではないだろうか。 
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